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《電気事業法等の一部を改正する法律 附則》 

（みなし小売電気事業者の特定小売供給約款） 

第十八条第一項 みなし小売電気事業者は、附則第十六条第一項の義務を負う間、特定小売供給に係る

料金その他の供給条件について、経済産業省令で定めるところにより、特定小売供給約款を定め、経

済産業大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

 

（公聴会）  

第二十二条 経済産業大臣は、附則第十六条第四項の規定によりなおその効力を有することとされる旧

電気事業法第二十三条第三項（特定小売供給約款に係るものに限る。）又は附則第十七条第一項（指定

旧供給区域の増加に係るものに限る。）、第十八条第一項若しくは第二十条第一項の規定による処分を

しようとするときは、公聴会を開き、広く一般の意見を聴かなければならない。 

 

《電気事業法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する省令》 

（公聴会）  

第三十四条 経済産業大臣は、平成二十六年改正法附則第二十二条の規定により公聴会を開こうとする

ときは、その期日の二十一日前までに、件名、公聴会の期日及び場所並びに事案の要旨を告示しなけ

ればならない。 

２ 公聴会は、経済産業大臣又はその指名する職員が議長として主宰する。 

３ 公聴会に出席して意見を述べようとする者は、その期日の十四日前までに、意見の概要を記載した

文書によりその旨を経済産業大臣に届け出なければならない。 

４ 経済産業大臣は、前項の規定による届出をした者のうちから、公聴会に出席して意見を述べること

ができる者を指定し、その期日の三日前までに指定した者に対しその旨を通知しなければならない。 

５ 経済産業大臣は、必要があると認めるときは、学識経験のある者、関係行政機関の職員その他の参

考人に公聴会に出席を求めることができる。 

６ 公聴会においては、第四項の規定による指定を受けた者又は前項の規定により公聴会に出席を求め

られた者以外の者は意見を述べることができない。 

７ 第四項の規定による指定を受けた者又は第五項の規定により公聴会に出席を求められた者は、病気

その他の事故により公聴会に出席することができないときは、意見を記載した書類を議長に提出する

ことができる。 

８ 公聴会に出席して意見を述べる者が事案の範囲を超えて発言するとき、又は公聴会に出席している

者が公聴会の秩序を乱し、若しくは不穏な言動をするときは、議長は、これらの者に対し、その発言

を禁止し、又は退場を命ずることができる。 

９ 議長は、公聴会の期日又は場所を変更したときは、その期日及び場所を第四項の規定による指定を

受けた者及び第五項の規定により公聴会に出席を求められた者に通知しなければならない。 

・ 本公聴会は、北海道電力株式会社の電気料金値上げ認可申請に係る審査プロセスの一環として、電気

事業法等の一部を改正する法律附則第２２条の規定に基づき、広く一般の意見を聴くことを目的に開

催するもの。 

・ 運営方法や手続きについては、電気事業法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する省

令第３４条に定められている。 


